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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

　平成22年６月25日に提出した第54期（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）有価証券報告書の記載事項の一

部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】

①第一部　企業情報

　第５　経理の状況

　１　連結財務諸表等

　（１) 連結財務諸表　

　　　注記事項（税効果会計関係）

　

②第一部　企業情報

　第５　経理の状況

　　２　財務諸表等　

　　（１）財務諸表

　　　　　注記事項（税効果会計関係）

３【訂正箇所】

　訂正箇所は＿線で示しております。

　

訂正箇所①

第一部【企業情報】
第５【経理の状況】
　１【連結財務諸表等】　

　（１）【連結財務諸表】

　　　　【注記事項】　

　　　　（税効果会計関係）　

　　（訂正前）　

前連結会計年度
（平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産（流動）   

　（中略） 　 　

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金損金算入限度超過額 142,641千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 320,361 

投資有価証券評価損否認 9,847 

役員退職慰労引当金 11,243 

繰越欠損金 1,396,467 

減価償却費損金算入限度超過額 24,439 

その他 10,841 

小計 1,915,843 

評価性引当額 △905,292 

合計 1,010,550 

繰延税金負債（固定）   

　（中略） 　 　

繰延税金資産（流動）   

　（中略） 　 　

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金損金算入限度超過額 245,494千円

退職給付引当金損金算入限度超過

額

330,347 

投資有価証券評価損否認 5,119 

役員退職慰労引当金 17,162 

繰越欠損金 1,688,824 

減価償却費損金算入限度超過額 24,284 

その他 15,670 

小計 2,326,903 

評価性引当額 △1,003,323 

合計 1,323,580 

繰延税金負債（固定）   

　（中略） 　 　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳
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前連結会計年度
（平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載

を省略しております。

法定実効税率 40.69％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目

4.99　

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△1.51

住民税均等割額 44.61

評価性引当額の増減 △279.52　

その他 △43.87　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △240.45　
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　　（訂正後）　

前連結会計年度
（平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産（流動）   

　（中略） 　 　

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金損金算入限度超過額 280,174千円

退職給付引当金損金算入限度超過

額

320,361 

投資有価証券評価損否認 9,847 

役員退職慰労引当金 11,243 

繰越欠損金 1,396,467 

減価償却費損金算入限度超過額 24,439 

その他 40,306 

小計 2,082,839 

評価性引当額 △1,072,288 

合計 1,010,550 

繰延税金負債（固定）   

　（中略） 　 　

繰延税金資産（流動）   

　（中略） 　 　

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金損金算入限度超過額 245,494千円

退職給付引当金損金算入限度超過

額

330,347 

投資有価証券評価損否認 5,119 

役員退職慰労引当金 17,162 

繰越欠損金 1,548,081 

減価償却費損金算入限度超過額 24,284 

その他 40,304 

小計 2,210,794 

評価性引当額 △887,214 

合計 1,323,580 

繰延税金負債（固定）   

　（中略） 　 　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載

を省略しております。

法定実効税率 40.69％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目

4.99　

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△1.51

住民税均等割額 44.61

評価性引当額の増減 △279.52　

子会社の税務上繰越欠損金期限切れ 52.37　

その他 9.61　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △128.77　

　

EDINET提出書類

株式会社シード(E02414)

訂正有価証券報告書

4/5



訂正箇所②　

第一部【企業情報】
第５【経理の状況】
　２【財務諸表等】　

　（１）【財務諸表】

　　　　【注記事項】　

　　　　（税効果会計関係）

　　（訂正前）　

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産（流動）   

　（中略）   

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金損金算入限度超過額 231,271千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 296,000 

投資有価証券評価損否認 9,847 

役員退職慰労引当金 11,243 

減価償却費損金算入限度超過額 24,439 

繰越欠損金 1,306,331 

その他 27,165 

小計 1,906,298 

評価性引当額 △901,979 

合計 1,004,318 

繰延税金負債（固定） 　　

　（中略） 　　

　　（中略）

　　（訂正後）

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産（流動）   

　（中略）   

繰延税金資産（固定）   

貸倒引当金損金算入限度超過額 231,271千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 296,000 

投資有価証券評価損否認 9,847 

役員退職慰労引当金 11,243 

減価償却費損金算入限度超過額 24,439 

繰越欠損金 1,306,331 

その他 38,595 

小計 1,917,728 

評価性引当額 △913,409 

合計 1,004,318 

繰延税金負債（固定） 　　

　（中略） 　　

　　（中略）
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